
安心・安全な農業の実現に向けた法人化の検討
経営概要
松田 聖史
◆代表者・所在地
松田 聖史 茨城県つくば市

◆経営規模
 野菜（エダマメやニンジン、カンショ等）10ha
◆従業員数
 家族労働１名、常時雇用１名、パート・アルバイト３名
◆事業内容
エダマメやニンジン、カンショ等の野菜を主体に生産に取り組む。

法人化

代表の松田氏

相談内容２
平成30年に認定農業者となり、特別栽培農産物の基
準に従って、子どもや家族が安心して食べられておいしいと
言ってもらえるような野菜作りを研究している。
近隣の農地を借りて、新たにカンショの栽培及び加工を
開始するにあたり、日常的に付き合いのある普及指導員に
相談したところ「茨城県農業経営・就農支援センター（以
下、「支援センター」という。）」を紹介され、専門家の支援
を受けることとなった。

支援内容3
■支援方針及び支援チームの編成
今後の規模拡大及び法人化のために、各分野の専門

家からのレクチャーによる基礎知識の習得を図るとともに、
実行可能な事業経営計画書の作成に向けた指導・助言
などを行うこととし、支援方針及び支援チームを編成した。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、税理士、社会保険労務士
司法書士、普及指導員、支援センター専属スタッフ

新たにカンショの栽培を始めて規模拡大・加工を行ってい
くにあたり、労働力確保のために雇用することが必要となっ
ており、雇用の定着を図るためにも法人化を検討している。
現在の経営規模で法人化した場合のメリット・デメリッ
トを把握したい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援方針に基づき、支援センターと普及指導員が中心

になり、相談者との意見交換、疑問点・課題の整理を行い、
その後、各専門家の派遣を通じて基礎知識の習得や事
業経営計画書の作成支援を行った。

・事業経営計画の作成支援
（中小企業診断士）
営農規模拡大及び６次産業化を含む事業経営計画の
作成支援のための助言を行った。
・財務・税務に係る助言（税理士）
法人化のメリット・デメリット、法人化をした場合の消費税

の扱いや申告方法などについて助言を行った。
・労務管理に係る助言（社会保険労務士）
法定福利費及び社会保険に係る手続き、外国人材雇

用についての助言を行った。
・法人設立に係る助言（司法書士）
株式会社設立のための法的基礎知識について助言を
行った。
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農業経営・就農支援センター専属スタッフとの打合せの様子



茨城県農業経営・就農支援センターは、本県の農業を担う人材を確保し育成するための窓口として設立され、関係機関・
団体と連携を図りながら、農業の担い手育成、確保に向けたさまざまな支援を行っています。

経営相談窓口外観

組織概要
■相談窓口
【経営相談】 茨城県農業参入等支援センター
  住   所：茨城県水戸市笠原町978番６

   茨城県庁舎17階 農業経営課
  住   所：就農・農業参入支援室
電話番号：０２９－３０１－３８４４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
               ９：30～12：00 13：00～17：00
【就農相談】 茨城県新規就農相談センター
 住     所：茨城県水戸市上国井町3118番地１
                 公益社団法人 茨城県農林振興公社
電話番号：０２９－３５０－８６８６
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
               ９：30～12：00 13：00～17：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
事業経営計画の作成や各専門家のレクチャーを通じて、
法人化に向けた疑問点や進め方の理解が深まり、目指す
法人の姿や経営の方向性が明確化された。
令和５年４月にはカンショの貯蔵倉庫、９月には焼き芋
の製造設備が完成し、12月には直売所を開設するなど順
調に取組を進めている。

喜びの声

自分達がやってきたことを一から先生方と見直したことによ
り、今後の目標がより明確に見えたことで、自信がつきまし
た。目標を実現出来るように頑張りたいです。

相談者からは、土づくりをはじめ、美味しく、安心・安全な
野菜を届けたいという熱い想いが伝わってきました。そして、
その想いを実現し継続するべく法人化を目指すという目標
も明確でした。
支援を通じて、経営理念とビジョンをしっかり再確認し、法
人化への道筋もついたことから、今後益々の活躍が期待で
きます。

専属スタッフ所感

加工品の焼き芋■今後の展開
専門家からの助言内容や作成した事業経営計画を基に、
カンショを中心とした６次産業化を進め、従業員の安定的
な雇用や規模拡大も行っていきたい。
また、法人化についても引き続き検討を進めていきたい。

＜支援機関＞茨城県農業経営・就農支援センター

直売所の様子



地域農業の発展に向けて２つの集落営農法人を統合
経営概要
株式会社こかいの郷
◆代表者・所在地
前澤 香 栃木県芳賀郡市貝町

◆設立
 令和６年１月
◆経営規模
 水稲 50ha、麦3.5ha、そば3.5ha等
◆従業員数
 役員３名、正社員２名、パート・アルバイト4名
◆事業内容
集落営農法人として、水稲を主体に、地域内の土地利用型農
業に取り組む。

法人化

「株式会社 こかいの郷」の設立報告会の集合写真

相談内容２
市貝町にある２つの集落営農法人「農事組合法人 杉
山営農組合」と「農事組合法人 小貝川営農組合」は、
担い手の高齢化や後継者不足などの課題に対応するため
の地域農業のあり方について、話合いを重ねてきた。
話合いの結果、両組織を統合し、地域農業の担い手と
して継続性のある新たな法人を設立することで合意した。
合意後は、「とちぎ農業経営・就農支援センター（以下、
「支援センター」という）」の支援を受け、専門家への相
談を通じて、新たな法人設立に必要な制度や既存組織
の財産の整理等を実施することとなった。

支援内容3
■支援チームによる支援計画の策定
既存法人の統合による法人化の手法を検討するため、

支援チームが参加する話合いの場を設け、新法人設立ま
での目標や工程を策定し、目標達成に向けて協議を重ね
た結果、株式会社の形態で新法人を設立することを決定
し、法人の登記等の必要な手続きの整理を行った。

支援チーム構成員：
税理士、社会保険労務士、司法書士、市町村職員、
普及指導員

令和元年から始めた地域営農のあり方に関する話合い
で、令和５年度中に２つの集落営農法人の統合という
方向で合意をしたが、実際の統合に向けて必要な手続き
や法人化の手法について、専門家を招聘し、勉強会を開
催したい。
また、既存法人の財産の整理や後継者の確保・育成な
どについてもアドバイスがほしい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援カルテに基づき、町及び県関係者が中心になり、
相談者との意見交換、疑問点・課題の整理を行い、そ
の整理状況に基づき、 支援センターの戦略会議を開催
し、各専門家（税理士、社会保険労務士、司法書
士）の派遣を決定し、それぞれの専門家から法人化に
向けた具体的な助言や支援を行った。

・法人の統合方法に向けた助言（税理士）
法人化に向けた意見交換・研修会を実施し、統合後の
法人の形態、既存法人の財産の整理・解散方法などの疑
問点や課題の整理のための助言を行った。

・ 労働関係法令の助言（社会保険労務士）
法人設立に向けた、労働契約・安全衛生教育・就業規
則・労働条件に関する基準等の労働関係の各種法令・
制度についての助言を行った。

・ 定款作成・登記に向けた助言（司法書士）
新法人の具体的な定款作成や登記等の手続きに向け

て、必要な整理や費用等ついて説明や助言を行った。
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「株式会社 こかいの郷」の設立に向けた研修会

税務・財務



支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
勉強会の実施を通じて、統合（新たな法人設立）に

向けた手法の検討や課題の洗い出し等が進むとともに、既
存法人に必要な財産の管理等についても整理が進んだこ
とで、目標であった令和５年度内に新たな法人を設立す
ることができた 。

喜びの声

集落営農法人同士の統合という、これまでに無いと思わ
れる相談内容だったので、不安でしたが、各専門家をはじ
めとする支援チームのみなさまの支援により、新しい法人を
設立することができました。ありがとうございます。
新しい法人で、地域の農地を守りながら、効率的な営農
を行っていきたいと考えています。

専属スタッフ所感

ほ場整備された「株式会社こかいの郷」周辺の水田

■今後の展開
新たな法人で農業経営をスタートするとともに、地域農業
の担い手として、地域計画の話合い等に参加し、目標地
図への位置づけ等により、地域の農地の受け皿として効
率的な経営を行っていきたい。
また、継続性のある農業経営を行うため、後継者の確
保・育成にも力を入れ、若手のオペレーターを育てられる
ように、所得の向上と法人として働きやすい組織づくりを
目指す。

＜支援実施機関＞とちぎ県農業経営・就農支援センター

とちぎ農業経営・就農支援センターは、県内農業者の経営発展のための「経営サポート活動」と、県内外の新規就農希望
者の相談のための「就農サポート活動」の窓口として設置され、各市町やＪＡ等の関係機関・団体と連携を図りながら、農
業経営・就農に関する各種情報の提供や相談会の実施などにより、農業の新たな担い手の確保・育成等に向けたさまざま
な支援を行っています。

経営・就農相談窓口外観

■相談窓口
【経営・就農相談】
住 所：栃木県宇都宮市一の沢２丁目２番13号
住 所：とちぎアグリプラザ１階
住 所：公益財団法人 栃木県農業振興公社
住 所：農政推進部
電話番号：０２８－６４８－９５１５
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：30～12：00 13：00～17：00

今回の集落営農法人の統合にあたり、その当事者が、
今までの農事組合法人でなく、株式会社を選択したことに、
大きな意義を感じます。
株式会社を選択したことにより、事業や出資者の範囲が
拡大し、法人としての多様性が高まります。また、株式会
社化することにより、地域農業を守りたいとする地元企業な
どがあらわれた場合の「経営移譲」にも円滑に対応できます。
加えて、業務を執行する役員(取締役)を絞り込んだことで
経営の機動力が増すものと思われます。
県内の集落営農法人はほぼ農事組合法人で占められ
ています。それらの中には、組織を後継する者が現れず、存
続が危ぶまれる組織が多数存在します。今回の「株式会
社への統合」が、集落営農組織の維持・存続、ひいては成
長・発展に向けての試金石になることを期待します。

組織概要



SNSを活用した情報発信による販路拡大

（株）ワタナベファームの皆さん

平成15年に野菜栽培による農業経営を開始し、農産
加工施設と鉄骨ハウスを建設し、経営規模の拡大を図っ
てきた。
生産した野菜や果樹を原料にした各種加工品の開発や
販売を進めてきたが、ＳＮＳを活用して、商品のブランド
力を高めるとともに、販路を拡大して、経営の安定を図り
たいという思いがあったところ、普及指導員から紹介を受け、
「群馬県農業経営・就農支援センター（以下、「支援セン
ター」という。）」に相談した。

■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議において、専門家による経営分析や経営

診断が必要と考えられた。支援チームを編成し、支援計画
や専門家派遣による支援を決定した。
相談対応による課題整理を行った上で、専門家を派遣
し、指導・助言を行うため、支援チームを編成し、支援計
画等を策定した。

支援チーム構成員：
ＳＮＳ講師（野菜ソムリエ上級プロ資格を有する）、
県職員、普及指導員、支援センター専属スタッフ

直売所等を中心に、農産物や加工品の販売に取り組ん
でおり、新鮮野菜や加工品を効率よく販売し、所得向上を
図りたいと考えている。
販路拡大するために、ＳＮＳを活用して効果的に情報
発信する具体的な方法や注意点をアドバイスしてほしい。
また、ホームページやSNSを活用している農園についても
関心があるので事例を教えてほしい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
経営改善の将来計画をもとに、相談者との意見交換や
課題整理を行い、専門家であるSNS講師を派遣して支
援を行った。

・ＳＮＳ等による情報発信の助言
（ＳＮＳ講師）

SNSの活用による効果的な情報発信や注意点を指導
した。具体的な操作方法や意見交換を通して、SNSと自
社ＨＰを活用・連動させた情報発信の強化と認知拡大や、
ＳＮＳを活用する際の目的やゴール設定、ブランディング
について助言を行った。

ＳＮＳに投稿した写真

株式会社ワタナベファーム
◆代表者・所在地
渡邉 初夫 群馬県前橋市

◆設立
 令和元年６月
◆経営規模
 野菜（ナス等） 92ha、果樹 0.1ha、
加工品製造（ジュース等）

◆従業員数
 役員３名 正社員５名、パート・アルバイト１名
◆事業内容
野菜を主体に、果樹の生産と加工による複合経営に取り組む。

販路拡大・販促

経営概要
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相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3



■支援を受けて・・・
助言を踏まえ、生産から販売までのストーリーをアピー
ルするなど、ワタナベファームの強みをいかした情報の提供
を意識するとともに、情報発信の頻度も強化したところ、
ＳＮＳを見て、野菜や加工品を注文する人が増えるなど、
新たな顧客を呼び込むことにつながった。
また、就労希望者も現れ、ＳＮＳによる情報発信で、
多くの人に情報が届き、関心が高まっているので、引き続
きSNSの活用に取り組んでいく。

喜びの声

スマートフォンを直接使って操作方法や情報発信に当
たっての注意点、効果的な活用などの指導を受け、よく理
解できました。
ＳＮＳに取り組む事例の情報も聞くことができ、参考に
なってよかったです。

専属スタッフ所感

新たに開拓した出荷先の直売場所

■今後の展開
業者や個人の顧客を更に増やし、販売を強化していきた
い。 多くの方に農産物や加工品を周知するため、農作
業風景や加工品へのこだわり等、様々な情報をSNSで
発信し、ブランド力と販売力を高めたい。また、将来ビジョ
ンの策定と経営継承に取り組み、所得向上と働きやすい
職場環境づくりを目指す。

群馬県農業経営・就農支援センターは、農業経営に関する皆様のお悩み・心配について、各種専門家の派遣、相談などの
支援をしております。また、これから農業を始めたい方、農業をめざす方も応援します。自然豊かな群馬で農業を始めてみませ
んか？ まずはお気軽にご連絡ください。

群馬県公社総合ビル外観

＜支援機関＞群馬県農業経営・就農支援センター

■相談窓口
【経営・就農相談】 一般社団法人 群馬県農業会議
住 所：群馬県前橋市大渡町一丁目10番７号
住 所：群馬県公社総合ビル５階
電話番号：０２７－２８０－６１７１
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17:00
【就農相談】 公益社団法人 群馬県農業公社
住 所：群馬県前橋市総社2326番２号
住 所：群馬県蚕糸技術センター内 別館２階
電話番号：０２７－２５１－１２２０
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17:00

相談者は、中小企業診断士による経営指導・改善や、
ＳＮＳ活用・広報・メディア戦略担当の専門家派遣などの
支援を、農業経営に関する課題解決の足がかりとして上
手く活用されています。
専門家からの助言を受け、SNS等による積極的な情報
発信やPRに努めるなど、ワタナベファームのブランド力と認知
度向上、経営改善に取り組んでいます。

支援を受けた後の経営状況４

組織概要



自社直販を拡大し、経営発展を目指す

株式会社グリーンファームらぱん
◆代表者・所在地
清家 良夫 埼玉県比企郡滑川町

◆設立
平成22年10月

◆経営規模
 トマト 5.3ha、直売所
◆従業員数
役員2名、正社員７名、パート・アルバイト73名

◆事業内容
大玉トマト､中玉トマト､ミニトマト､高糖度トマトの生産に取り組む。株式会社グリーンファームらぱんの皆さん（左端が代表の清家氏）

平成22年に設立された法人で、5.3haのハウスでトマト
の生産を行っている。8月中旬から7月下旬まで複数の品
種を組み合わせて量販店の地場産農産物コーナーや直売
所を中心に出荷販売を行ってきた。
更なる経営発展を図るため、インターネット販売を含む自
社直販の比率を高めることとした。
自社直販の拡大に向けては、自社の強みや本質につい
て整理し、自社ブランドを明確にすることが重要だと考えて
いたことから、「埼玉県農業経営・就農支援センター」に相
談した。

■支援チームによる支援計画の策定
自社直販の拡大に向けて、開設するＥＣサイトの波及

効果を高めるためには、自社商品のブランディングが欠かせ
ないため、経営戦略会議においてデザイナーを含む支援
チームを編成し、支援計画を策定した。

支援チーム構成員：
デザイナー、普及指導員

現在は、量販店や直売所への出荷販売が主流だが、今
後自社での直販に力を入れていきたい。
直販の中でもインターネット販売に力を入れていくために、
充実したＥＣサイトを立ち上げる必要があり、そのサイトに
掲載する商品のブランディングが欠かせないと考えており、
専門家の指導を受けたい。
併せて、サイト開設にあたっての手順や準備事項の整理、
タグライン（ブランドの価値等を端的に伝えるための言葉）
の検討について専門家の指導を受けたい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、農業経営・就農支援センターが中

心となり、専門家との調整を実施した。デザイナーの専門
家派遣を通じて、自社直販の拡大に向けたブランディン
グの支援を実施した。

・ネット販売を見据えたパーパス（企業の存在
意義）策定に向けた助言（デザイナー）
「自社ブランドを考えよう」をテーマに自社の強みや歴史、
社会のニーズをワークショップ形式で書き出しながら方向性
やキーワードを整理し、顧客像を具体的に描き、会社の方
向性を言語化するための支援を行った。

・インターネット販売実施に向けた助言
（デザイナー）
一貫性のある発信がブランド構築に必須であることを説
明し、ブランドの方向性を素にＥＣサイト構築に欠かせな
い要素を整理を行うための助言を行った。
また、ＥＣサイト構築に必要な要素としてタグラインが不
足していたので、タグライン策定への助言を行った。

専門家によるワークショップ形式による指導の様子

販路拡大・販促

経営概要

相談内容２現状と相談までの経緯１
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支援内容3

経営改善・診断



農業経営の法人化や経営継承、経営改善など、農業者の多様な経営課題の解決に向けた支援を行う相談窓口です。県
を始め、農業関係機関・団体によって構成されています。税理士、中小企業診断士、社会保険労務士などの専門家を配置
し、各市町村や関係機関、団体と連携を図りながら、相談内容に沿った専門家を派遣しています。

経営・就農相談窓口

■相談窓口
【経営・就農相談】 埼玉県庁
住 所：埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号
住 所：埼玉県庁５階 農林部農業支援課
電話番号：０４８－８３０－４０５５(経営相談)
電話番号：０４８－８３０－４０５２(就農相談)
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～17：15
【就農相談】 公益社団法人 埼玉県農林公社
住 所：埼玉県行田市真名坂1975番１号
電話番号：０４８－５５９－０５５１
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：８：30～12：00 13：00～17：15

■支援を受けて・・・
デザイナーを中心とした支援チームの支援により、自社の

パーパスやビジョン、想定される顧客等を整理することがで
き、今後行うべきことが明確化された。
タグラインも決定し、企業のブランドやイメージ案の整理を
行うこともできた。

喜びの声

相談は暑い時期から始まり、思考力が低下しそうな環境
でしたが、明るく接していただき、全員が発言をしやすい環
境を整えていただいたことで、まとまった内容に仕上げること
ができました。
具体的な事例に基づいての進行で、イメージがつきやす
かったです。
充実した研修が出来た事を参加メンバー全員が感謝し
ております。

当初、ＥＣサイト開設に特化した相談でしたが、情報発
信を行うためには、パーパスやビジョンの明確化が必要であ
ることを専門家から指導いただき、全4回、ワークショップ形
式による支援となりました。
時間のかかる作業でしたが、株式会社グリーンファームら
ぱんの皆様が本気で意見を出し合うことで、タグラインの決
定にまでたどり着くことができました。
パーパスや今後行うべきことを社内で共有し、自社直販
の拡大を着実に進めていっていただきたいと思います。

専属スタッフ所感

直売所の様子

■今後の展開
専門家からの助言により整理されたパーパスや将来像に
より、「らぱんらしさ」を継続して発信できるＥＣサイト開設
に向けて専門業者を交えながら、準備を進めている。
自社のトマトを顧客に選んでもらうためには、社内が一つ
にまとまり、社員の誰もが、パーパスを理解していることが重
要なことから、開設するＥＣサイトは、社員教育にも活用
していく予定である。

＜支援機関＞埼玉県農業経営・就農支援センター

支援を受けた後の経営状況４

組織概要



従業員の定着に向けた評価制度の確立

株式会社わたなべ農園
◆代表者・所在地
渡邉 英晃 千葉県木更津市

◆設立
 平成30年７月
◆経営規模
 露地野菜（レタス等）10 ha、水稲 25ha
◆従業員数
  役員２名、正社員１名、パート・アルバイト3名、
外国人技能実習生１名

◆事業内容
露地野菜を主体に、水稲栽培との複合経営に取り組む。株式会社わたなべ農園の皆さん

相談者は、平成30年に経営を法人化、常時雇用や
外国人技能実習生の受入れなどに取り組むことで労働力
を確保し、露地野菜を中心に規模拡大を進めてきた。
若い人材を雇用するなど人材育成にも力を入れており、
社内に若い人材を定着させ、現場の指揮を任せられる
リーダーを育てていきたいと考えているものの、独立就農して
しまい、定着していないことが課題であった。
日常的に付き合いのある普及指導員に相談したことを
きっかけに、「千葉県農業経営・就農支援センター（以下、
「支援センター」という。）」の専門家による伴走支援を受
けることになった。

■支援チームによる支援計画の策定
現状の就業規則や労務管理、人材育成制度について

課題を整理した後に、人事管理の仕組み（評価制度、
賃金制度等）を導入したリーダー人材の育成に向けて、
社会保険労務士や中小企業診断士を中心とした支援
チームによる支援計画等を策定した。

支援チーム構成員：
社会保険労務士（中小企業診断士資格を有する）、
普及指導員、支援センター専属スタッフ

顧問税理士に相談したところ、人材を定着させるには、
当該法人におけるキャリアアップを定めた方が良いと助言
された。定年までの給与テーブルや生涯給などを定める必
要があることが分かったが、具体的な内容や定め方・規模
など、どう整備していけば良いのか分からないため、専門家
に相談したい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
社会保険労務士（中小企業診断士資格を有する）

の派遣を実施し、普及指導員と共に相談者に適した人事
管理の仕組みの導入に向けた支援を行った。

・評価・賃金制度についての基本的知識の習
得支援（社会保険労務士）
評価・賃金制度について説明、相談者の疑問点や課題
を整理し、どの水準の制度が自身の経営に必要か検討
するための助言を行った。
・評価制度の策定支援（社会保険労務士）
提供したサンプルを基に相談者が普及指導員と共に
作成した評価制度案に対して助言を行った。
専門家の助言により、評価結果を賃金に反映するため
の制度策定へ繋げられた。
・賃金制度の策定支援（社会保険労務士）
年齢給、勤続給、能力給から構成される給料表の策定
にあたっては、経営における給与支払限度額を確認するな
ど、経営全体への影響を考慮した支援を行った。作成した給料表（左）・

外国人実習生向けの評価制度の翻訳（右）

雇用・労務

経営概要
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相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3



■支援を受けて・・・
リーダー格の人材定着に向けて、評価制度及び賃金

制度を策定し、意欲のある人材にキャリアアップを提案
できる体制を整備することができた。

指導・評価のポイントを具体的に説明いただき、人事評
価制度について今まで曖昧になっていた部分を明確にする
ことができました。
わたなべ農園で長く働きたいと思ってもらえるようにする
には、どうしたら良いかを今後も考えながら、引き続き人材
育成に取り組んでいきたいと思います。

相談者は、規模拡大に合わせ雇用導入、人材育成に
取り組むなど、着実に経営をステップアップさせています。
今後の事業拡大に向け、現場の指揮を任せられる
リーダー格の人材の育成・確保が課題となっており、意欲
ある普及指導員と経験豊富な専門家の伴走支援により、
労務管理から人的資源管理と、企業的経営へのステップ
アップを実現することができました。
今後も、モデル的な人材育成に取り組む経営体として、
地域の農業をけん引し、活躍することが期待されます。

■今後の展開
策定した評価制度及び賃金制度を運用し、採用活動
及び人材育成に取り組み、経営主の右腕となる従業員を
育てられるように、所得向上と法人として働きやすい組織
づくりを目指す。

＜支援機関＞千葉県農業経営・就農支援センター

千葉県では、農業者や就農希望者からの相談に対しては、千葉県農業者総合支援センターに総合相談窓口を設置する
とともに、経営関係は県担い手支援課及び各農業事務所、就農関係は前述の機関に加えて（公社）千葉県園芸協会、
（一社）千葉県農業会議にも相談窓口を設置し、関係機関が連携して就農から定着、経営発展までのサポートを一貫し
て行います。

千葉県農業者総合支援センター外観

■相談窓口
【経営・就農相談】 千葉県農業者総合支援センター
住 所：千葉県千葉市中央区本千葉町９丁目10番
住 所：千葉県JA情報センタービル1階
電話番号：０８８０－８００－１９４４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17：00

【就農相談】 公益社団法人 千葉県園芸協会
住 所：千葉県千葉市中央区市場町１丁目１番
住 所：県庁南庁舎９階
電話番号：０４３－２２３－３００８
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

9：00～12：00 13：00～17：00

畝立て同時施肥マルチャーを操縦する経営主と従業員（左上）
定植直後のレタス苗（右下）

支援を受けた後の経営状況４

喜びの声

専属スタッフ所感

組織概要



後継者の雇用・育成に向けた体制の整備

成井 正志
◆代表者・所在地
成井 正志 神奈川県相模原市

◆経営規模
施設野菜（イチゴ）0.8ha、露地野菜（サツマイモ等）1ha

◆従業員数
家族労働１名、常時雇用１名、パート・アルバイト１名

◆事業内容
イチゴの摘み取りとサツマイモ掘りを行う観光農園及び直売所への
販売に取り組む。

子供が農業を継いでくれるかどうか分からないため、40歳
前後の方を雇用し、農園の後継者として育成することを
希望している。
雇用する場合は生活できる水準の賃金を支払う必要が
あるため、現状よりも規模拡大を行い、将来的（10年後
位）には経営の法人化も行いたい。
まずは、雇用関係のルールを確認したいので「神奈川県
農業経営・就農支援センター（以下、「支援センター」とい
う。）」に申し込んだ。

■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議を実施し、常時雇用が可能か検討した。

支援者はイチゴの施設の規模拡大を計画しており農業収
入の拡大が見込まれるため、常時雇用が可能であることが
確認できた。支援者の労働関係法令の一層の理解が必
要であるとの判断で社会保険労務士の派遣を決め、支
援チームで支援計画の策定を行った。

支援チーム構成員：
社会保険労務士、支援センター専属スタッフ

早期の人員確保を目指し、労働契約書と労働条件通
知書に記載する事項の確認と作成の支援、雇用後の労
災保険や雇用保険の加入、厚生年金や健康保険といっ
た社会保障制度の仕組みとメリット・デメリットの解説をお願
いしたい。
具体的には、どの様に人材募集をするか、給与水準をど
の様に設定するかなど事業者内の就業ルールについて相
談したい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、支援センター専属スタッフが中心にな
り、専門家と調整を行った。

・労働契約書・労働条件通知書の作成支援
（社会保険労務士）
労働契約書や労働条件通知書の記載事項と労働基
本法や労働契約法の留意点について助言した。
・労働保険や社会保障制度に関する助言
（社会保険労務士）
農業従事者に関する労働保険や社会保障制度の加入
要件や受給要件に関する説明や厚生年金と国民年金の
違い、国民健康保険と健康保険、労災保険の役割と違
いなどについて説明を行い、労務環境整備に向けた助言を
行った。
・人員の募集方法と給与水準に関する助言
（社会保険労務士）
どのような方法で人材を募集するか、募集方法の提案と
生活給を支払うための水準をどの程度にすればよいか等の
助言や給料表作成の提案を行った。

代表の成井氏

社会保険労務士による助言を受け、
雇用計画書等の書類を作成している成井氏

支援内容3

雇用・労務

経営概要
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現状と相談までの経緯１ 相談内容２



■支援を受けて・・・
長く勤めてもらうためには様々な労働環境を整えること
が必要で労働関係法令の遵守や事業所の就業規則を
定める必要性を理解し、労働契約書と労働条件通知書
の原案を作成することができた。

人を雇うことについて改めて深く認識することができまし
た。労働関係の法律やルールの解説だけではなく、他の農
業者が行っている労働関係の取り組みなどの事例を紹介し
ていただき、とても分かりやすかったです。

支援者の農園は、イチゴの摘み取りやサツマイモ掘りを行
う観光農園で、イチゴの直売も大人気です。
相談者の子供が農業を継いでくれるか未定なため、早期
に右腕になる人を雇いたいと希望しており、積極的に労働
関係法律等の習得に努めていました。希望する雇用ができ
たならば、経営規模拡大とあいまって、今後の観光農園の
発展に大きく期待できます。

■今後の展開
温室の規模拡大に合わせて新規採用を行う予定であり、
後継者候補として育成しながら、農業経営の法人化を図
り、経営承継につなげていきたい。

＜支援機関＞神奈川県農業経営・就農支援センター

■相談窓口
【経営相談】 公益社団法人 神奈川県農業会議
住 所：神奈川県横浜市中区山下町２番
住 所：産業貿易センタービル10階
電話番号：０４５－２０１－８８５９
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～16：00
【就農相談】 神奈川県立かながわ農業アカデミー
住 所：神奈川県海老名市杉久保北５丁目１番１号
住 所：神奈川県立かながわ農業アカデミー１階
住 所：就農企業参入課
電話番号：０４６－２３８－５２７４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：30～17：00

関係機関・団体との協力・連携を得て、法人化や規模拡大、労務管理など、農業経営における高度な課題についての相
談窓口となり、多くの農業経営者の課題解決に向けて、さまざまな支援を行っています。

（公社）神奈川県農業会議
(産業貿易センタービル内)

かながわ農業アカデミー外観

イチゴの栽培管理を行う成井氏

支援を受けた後の経営状況４

喜びの声

専属スタッフ所感

組織概要



法人化に向けた課題整理と経営ビジョンの明確化
経営概要
白砂 卓巳
◆代表者・所在地
白砂 卓巳 山梨県北杜市

◆経営規模
 果樹（リンゴ等）0.8ha、水稲 0.4ha
◆従業員数
 家族労働1名
◆事業内容
果樹と水稲の生産・販売に取り組む。

法人化

代表の白砂氏

相談内容２
果樹と水稲を生産し、道の駅の直売所を中心に販売を
行っている。
近年中に、経営規模拡大と法人化を検討しており、法
人化による税務面や労務面でのメリット・デメリットについ
て情報を収集していた。
こうした中、日常的に付き合いのある普及指導員から、 
「山梨県農業経営・就農支援センター（以下、「支援セン
ター」という。）」を紹介され、相談した。

支援内容3
■支援チームの編成
法人化に向け、経営診断の実施、税務シミュレーション

などについて、専門家の支援が必要であることから、普及指
導員による相談内容の聞き取りを行った後、専門家による
支援チームを編成した。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、税理士、普及指導員

法人化による事務作業の増加や、社会保険料の事業
主負担などの経費負担の発生を懸念している。
また、地域の特色を活かした個人直売場の設置や観光
農園の運営を検討しており、事業実施に向けて必要なこと
や資金繰りについて悩んでいる。
現在の経営状況に対する診断とアドバイス、および法
人化に向けた支援を受けたい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
普及指導員が中心になり、専門家との調整を実施した。 
相談者の経営の法人化を図るため、中小企業診断士や
税理士等の専門家派遣を通じて、法人設立に向けた支
援を行った。 

・今後の経営の展開について助言
（中小企業診断士）
個人直売場の設置に向けた意見交換・聞き取りを行い、
必要な設備投資や人材等の課題の整理、県内外の優
良事例の紹介等を行った。
・法人化に向けた助言
（中小企業診断士）
法人化のメリット・デメリットの説明や法人化の目的を
明確化するよう助言を行い、税理士派遣による法人化後
の経営シミュレーションを行うよう助言した。
・法人化した際の経営シミュレーションの実施
（税理士）
現在の経営を法人化した際の税金や社会保証料等の
シミュレーションを行うとともに、全国の企業の経営指標を
見ながら、黒字企業の経営状況を示し、法人化するメリッ
トが生まれる経営の分岐点について説明した。

法
人
化

山
梨
県

令
和
５
年

普及指導員による相談内容の聞き取り



山梨県では、令和４年度より山梨県農業経営・就農支援センターを設置しております。
当センターでは、農業者が抱える農業経営の法人化、融資、規模拡大、雇用・労務、販路拡大、円滑な経営継承など経
営上の相談内容に応じた専門家派遣の実施、研修会の開催等を行うことで課題解決に向けた支援を行っています。

山梨県庁外観

組織概要
■相談窓口
【経営相談】
住 所：山梨県甲府市丸の内1丁目６番１号

   山梨県庁本館６階  農政部担い手・農地対策課
電話番号：０５５－２２３－１６１１
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

 ８：30～17：15
【就農相談】 山梨県就農支援センター
住  所：山梨県甲府市宝１丁目21番20号

 NOSAI会館３階
 公益財団法人 山梨県農業振興公社

電話番号：０５５－２２３－５７４７
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

 ８：30～17：15

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
専門家のアドバイスを受け、法人化に向けて取り組むべ
きことが明確になり、経営規模を拡大していくために必要
な設備投資や資金等が確認できたことで、今後やるべきこ
との見通しが立った。

喜びの声 専属スタッフ所感

個人直売場の設置予定場所

■今後の展開
農地周辺が観光地という立地条件を生かして、個人

直売場の設置や観光農園の運営を目指していく。
また、高齢化により地域の農業従事者が減少しているた
め、地域の農業を継承する者が増えるよう、安定的な営
農モデルを確立していく。

＜支援機関＞山梨県農業経営・就農支援センター

ぼんやりとした経営ビジョンはあったが、今まで何から手をつ
ければよいかわかりませんでした。
支援を受けて、今後のスケジュールや目標、課題等が明
確になり大変助かりました。
引き続き、支援センターにアドバイスを受けながら法人化
や経営規模の拡大を目指していきます。

相談者のりんごは8月のお盆の時期から収穫可能で、圃
場の周辺には地域で多くの観光客が立ち寄る道の駅やワ
イナリーがあります。
今後、恵まれた立地条件を活かし、観光農園として運営
を行っていきながら、経営規模の拡大と法人化を進めてい
かれることを楽しみにしています。



設立間もない法人の雇用環境を整備

株式会社ファーム春風
◆代表者・所在地
春原 好男 長野県上田市

◆設立
 令和元年12月
◆経営規模
 水稲18ha、小麦10ha、大豆5ha、野菜（アスパラ等）0.14ha
◆従業員数
 役員2名、正社員1名
◆事業内容
水稲を主体に、転作作物（小麦・大豆）と野菜の複合経営
に取り組む。春原氏（後継者：左）と従業員

相談者が農業経営を行う地域は水田地帯であり、周辺
の高齢化が進み農家戸数は減少している。
そのため、将来的に地域の農地を担うこと及び父親（現
社長）からの経営移譲を考え、規模拡大や従業員の雇
用などに備え令和元年12月に法人を設立した。
法人化後の体制整備（会計・税務）や常時雇用につ
いて、日常的に付き合いのある普及指導員からの紹介によ
り、 「長野県農業経営・就農支援センター（以下、「支援
センター」という。）」の支援を活用した。

■支援チームによる支援計画の策定
経営戦略会議を実施し、今後の労働力確保のためには

雇用の条件整備が必要であり、相談対応による課題整理
を行った上で、専門家を派遣して雇用条件整備の検討に
向けた指導・助言などを行うための支援チームを編成し、支
援計画等を策定した。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、社会保険労務士、ＪＡ職員、
市町村職員、革新支援専門員、普及指導員

支援センターの支援を受けて法人化後の会計・税務につ
いて理解が深まったが、常時雇用のための雇用契約書等
労働条件整備、労災・社会保険加入に関する手続き、
求人票記入上の留意点、雇用者の定着や従業員教育
などについてもアドバイスがほしい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、支援センターが中心になり、相談者
との意見交換、疑問点・課題の整理を行い、その後、社会
保険労務士派遣を実施するとともに、ＪＡ・普及指導セ
ンターと共に法人化後の常時雇用等の支援を行った。

・雇用に関わる条件整備、定着のための助言
（社会保険労務士）
就業規則の整備やハローワークへの求人申請の助言を
行い1名採用できた。しかし、すぐ退職してしまったため、次
の採用者の定着に向けた条件整備や人材育成、人事評
価制度等の助言を行った。

・製造業の知見を活用した経営改善支援
（普及指導員）
製造業の知見を活用した経営改善手法の紹介や相談

者が希望していた倉庫等の４Ｓ（整理・整頓・清潔・清
掃）活動への助言を行った。

製造業の知見を活用した経営改善手法により作成したボード類

経営概要

相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3

雇用・労務

雇
用
・
労
務

長
野
県

令
和
５
年



長野県農業経営・就農支援センターは、長野県農業を担う若者を育成・確保するための総合窓口として、長野県を始め農
業関係機関・団体によって設立され、関係機関・団体と連携を図りながら、農業の担い手育成、確保に向けたさまざまな支援
を行っています。

■相談窓口
【経営・就農相談】
住 所：長野県長野市大字南長野字幅下692番２号

 長野県庁５階 農村振興課
電話番号：０２６－２３５－７２４５
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：00～12：00 13：00～17：00
【経営相談】 一般社団法人 長野県農業会議
住 所：長野県長野市北石堂町1177番３号

JA長野県ビル４階
電話番号：０２６－２２５－９６４２
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：30～12：00 13：00～17：00
【就農相談】 公益社団法人 長野県農業担い手育成基金
住 所：長野県長野市北石堂町1177番３号

JA長野県ビル４階
電話番号：０２６－２３６－３７０２
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

9：30～12：00 13：00～17：00

■支援を受けて・・・
助言・意見交換を通じて、就業規則や人材育成につい

ても相談者自身がイメージづくりすることで、雇用の安定化
による目指す法人の姿や経営の方向性が明確化された。

法人化に合わせて初めて従業員を採用しましたが、当初
は従業員の確保や育成について、農業という業種や、家族
経営を主体とした小規模な法人ということもあり、なかなか
うまくいきませんでした。
そんな中、派遣していただいた社会保険労務士の先生は、
個別の事例を多く熟知しており、私が何を理解していない
のかを的確に補完してくれました。
とても感謝しております。

相談者は当初、法人化後の進め方に悩みを抱え、支援
センターへ相談いただきました。
現地支援チームによる継続的な支援の中で、経営収支
の改善、円滑な経営継承に向けた体制整備、従業員の
確保・育成など多岐にわたる検討事項が表面化し、適宜
専門家派遣や製造業の知見を活用した経営改善手法を
活用いただきながら取組を進められました。
今後、取組を通じ確保・定着された従業員の方の助力
を得ながら、地域の貴重な担い手として経営発展されるこ
とを期待いたします。

トラクター整備とパイプハウス建設準備の様子

■今後の展開
専門家からの助言内容を基に、魅力ある経営の実現に
向けた「経営理念・ビジョン・物語」づくりと経営安定のため
の事業計画（５ヶ年の収支計画、設備・機械の更新計
画等）の策定を行う。
また、経営主の右腕となる従業員を育てられるよう、所
得の向上と法人として働きやすい組織づくりを目指す。

＜支援機関＞長野県農業経営・就農支援センター

長野県庁

ＪＡ長野県ビル

支援を受けた後の経営状況４

喜びの声

専属スタッフ所感

組織概要



経営分析による経営課題の明確化と現場改善

かつまたファーム株式会社
  ◆代表者・所在地

 勝亦 健太 静岡県御殿場市
◆設立

平成29年５月
◆経営規模

野菜（夏秋トマト等）1.6ha
◆従業員数

 役員4名、正社員１名、パート・アルバイト12名
◆事業内容
  夏秋トマトの生産を主体に、野菜の生産と加工の複合経営

   に取り組む。代表取締役の勝亦氏親子

夏秋トマトのほか、露地野菜を生産している御殿場市の
かつまたファーム株式会社では、令和２年に大きな設備投
資を行い、夏秋トマトのハウス面積を30aから61aまで拡
大した。
しかし、規模拡大後に病害虫等が発生し、売上が予定
を大幅に下回った。また、物価高騰の影響により経費がか
さみ、経営赤字・債務超過となった。
今後の経営改善のためには、栽培面の改善だけでなく、
専門家による経営面での分析・助言も必要と考え、日頃
から経営課題について相談していた普及指導員からの提
案を受けて、「静岡県農業経営・就農支援センター」を活
用することになった。

■支援チームの編成と経営計画の策定
経営改善に向け、現状分析や課題抽出について専門

家の支援が必要であることから、経営戦略会議において支
援チームを編成した。
普及指導員は、県の開催する経営計画作成講座の受
講を誘導した。相談者は講師の指導を受けながら中期経
営計画（5カ年計画）策定を行った。

栽培以外の、経営管理的な面でも課題が存在すること
を漠然と感じているが、何から手を付けて良いか分からない
ため、現状の分析・課題の抽出をしてほしい。
課題解決のための具体的な方法についてもアドバイスが
ほしい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
普及指導員は支援計画を作成し専門家の派遣を調整

した。専門家派遣を通じて、経営数値で注目すべきポイン
ト、利益確保のために把握すべき数値、経費削減に向け
て見直すべき項目と対応方法が明らかになった。

・利益確保に向けた助言（中小企業診断士）
中期経営計画で拡大予定の加工品生産について、部
門収支の正確な把握と、利益が確保できるコストバラン
スを意識するよう助言し、部門別収支の把握に向け実施
すべきことを確認した。

・経費削減に向けた助言（中小企業診断士）
見直しを行うべき経費項目について助言を行った。
また、経費削減に向け、経営者だけでなく、従業員の意
見を聞く・出しやすくする工夫について助言を行った。

支援チーム構成員：
中小企業診断士、普及指導員 

中期経営計画で作成した経営ロードマップ

経営概要

相談内容２現状と相談までの経緯

支援内容3
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経営改善・診断

１



静岡県では、公益社団法人静岡県農業振興公社を静岡県農業経営・就農支援センターに位置付け、県農林事務所や
農業協同組合、静岡県農地中間管理機構、市町、市町農業委員会、県青年農業者等育成拠点等関係機関と相互に
連携して、就農から定着、経営発展までのサポートを一貫して行っています。

静岡県農業経営・就農支援センター

■相談窓口
【経営・就農相談】
住 所：静岡県静岡市葵区茶町２丁目８番１号

 銀行会館２階
住 所：公益社団法人 静岡県農業振興公社
電話番号：０５４－２５０－８９８９
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：30～12：00 13：00～17：00

■支援を受けて・・・
専門家の助言を受けて、部門別収支の把握ができるよう、
税理士への確認や部門別の経費振分けを開始した。また、
指摘を受けた経費項目の詳細を確認することで、ムダな経
費が明らかとなったことから、コスト削減に関する情報共有
のための掲示板を設置することで、従業員のコストカットに
対する意識が高まり、コスト削減に関するアイディアが生ま
れるようになった。

専門家や、いつも相談する普及指導員のおかげで、経営
数値の見方や改善点が分かり、スッキリしました。また、これ
まで取り組もうと思いつつできていなかった部門別収支の把
握に向けて具体的に動けたことも良かったです。
今後も経営計画の目標達成に向け、生産・加工に全力
で取り組んでいきます。

相談者は新規就農から6年目で法人化を実現し、精力
的に栽培技術の向上や規模拡大に取り組み、売上を伸
ばしています。
今回の支援では部門別に経営指標を確認することで、
部門毎に問題点の抽出や売上目標を設定することができ
ました。経営内容を数字で示す方法を自身でも実践して
頂き、今後の経営発展に寄与することを期待しています。 

■今後の経営展開
専門家派遣を受けて、経営面での改善に取り組むことが
できたため、今後は生産の拡大・売上増加に集中して取り
組んでいく。
引き続き普及指導員と相談しながら、中期経営計画の
着実な実施や、今後の経営で重要となる人材育成、従業
員が働きやすい労働環境づくりに取り組んでいく。

＜支援実施機関＞静岡県農業経営・就農支援センター

右上：部門別収支表、左下：情報共有掲示板

支援を受けた後の経営状況４

喜びの声
専属スタッフ所感

組織概要


